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用 語 の 意 義

本計画における主な用語の意義及び用法は、次のとおりとする。

用 語 意 義 及 び 用 法

ＮＢＣ攻撃 「Nuclear」(核) 「Biological」(生物) 「Chemical」(化学)兵器、 、

による攻撃の総称。

基本指針 「国民の保護に関する基本指針 （平成17年3月25日閣議決定）をい」

う。

緊急対処事態 着上陸侵攻、ゲリラ攻撃などの武力攻撃に準じる手段を用いて多

数の人を殺傷する行為が発生した事態等で、国家として緊急に対処

することが必要な事態をいう。

、 。武力攻撃事態 着上陸侵攻 ゲリラ攻撃などの武力攻撃が発生した事態等をいう

武力攻撃予測事態 武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫し武力攻撃が予測

されるに至った事態をいう。

国民保護措置 地方公共団体等が法の規定に基づいて行う国民の保護に関する措

、 、 、置で 武力攻撃から国民の生命 身体及び財産を保護するとともに

国民生活及び国民経済への影響を最小限とするための措置をいう。

国民保護法 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律を

指す。

災害時要援護者 次のいずれかに該当する者をいう。

１．自分に危険が差し迫った場合において、それを察知すること

が不可能又は困難な者

２．自分に危険が差し迫った場合において、それを察知しても適

切な行動をとることが不可能又は困難な者

３．危険を知らせる情報を受け取ることが不可能又は困難な者

４．危険を知らせる情報を受け取ることができても、それに対す

る適切な行動をとることが不可能又は困難な者

例えば、高齢者、障害者、乳幼児、外国人、妊産婦、旅行者等が

考えられる。
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用 語 意 義 及 び 用 法

指定行政機関 内閣府、国家公安委員会、警察庁、総務省など国の行政機関をい

い、武力攻撃事態対処法施行令で定めている。

指定地方行政機関 管区警察局、財務局、地方農政局、地方整備局など国の地方行政

機関をいい、武力攻撃事態対処法施行令で定めている。

指定公共機関 日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会、電気・ガス・輸送・通

信等の公益的事業を営む法人などをいい、武力攻撃事態対処法施行

令で定めている。

指定地方公共機関 青森県の区域において、電気・ガス・輸送・通信等の公益的事業

を営む法人、地方道路公社などで知事が指定する機関をいう。

自主防災組織 大規模災害の発生による被害を防止し、軽減するために地域住民

が連帯し、協力し合って「自らのまちは自らが守る」という精神に

より自主的に結成された組織をいう。

生活関連等施設 発電所、浄水施設、危険物の貯蔵施設など、その安全を確保しな

ければ国民生活に著しい支障をおよぼし、周辺地域に著しい被害を

生じさせるおそれがあると認められる施設をいう。

対処基本方針 武力攻撃事態等に至った場合に政府がその対処に関して定める基

本的な方針のことをいう。

特定公共施設等 港湾施設、飛行場施設、道路、海域、空域及び電波をいう。

（武力攻撃事態等における特定公共施設等の利用に関する法律）

トリアージ 傷病者の傷病の緊急度や重傷度に応じ、治療(搬送)の優先順位を

決定することをいう。

利用指針 武力攻撃事態等における特定公共施設等の利用に関し、総合的な

調整を図るため、国の対策本部長が必要と認めるときに定める指針

をいう。
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